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報 告 事 項 
 
 
 
 
 
 
 
 





令和６年６月２７日 

総 務 課 

 

 

令和５年度事業報告について 

 

 

詳細は、別紙「令和５年度事業報告書」のとおり。  

報 告 事 項 １ 
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令和６年６月２７日 

総 務 課 

 

 

予算の流用について 

 

 

社会福祉法人世田谷区社会福祉協議会経理規程第１９条に基づき、予算の流

用を行ったため、その内容を報告する。  

報 告 事 項 ２ 

3



令和６年３月３１日現在（単位：円）

大 中 大 中

地域福祉推進事業拠点区分

総・職員・役員等研修事業 事務費支出 業務委託費支出 24,000 総・職員・役員等研修事業 事務費支出 謝礼金支出 24,000 外部研修委託の予定を個人講師に変更

地域福祉事業サービス区分

日・福祉喫茶　本部 事業費支出 諸謝金支出 120,000 日・福祉喫茶３店舗運営

日・福祉喫茶　本部 事業費支出 消耗器具備品費支出 149,000 日・福祉喫茶３店舗運営

日・福祉喫茶　本部 事業費支出 業務委託費支出 30,000 日・福祉喫茶３店舗運営

日・福祉喫茶　本部 事務費支出 謝礼金支出 114,000 日・福祉喫茶３店舗運営

調・地域福祉コーディネー
ト推進事業

事業費支出 業務委託費支出 369,000
調・地域福祉コーディネー
ト推進事業

事務費支出
消耗器具備品費支
出

369,000 地区事務局プリンタ不具合による買替等

連・地域で支える食の支援
事業 事業費支出 業務委託費支出 136,000

連・地域で支える食の支援
事業 事業費支出 手数料支出 136,000

食品管理システム保守を計上していなかったた
め

世・地域社協事務所経費 事務費支出 手数料支出 18,000 世・地域社協事務所経費 事務費支出 保険料支出 18,000
世田谷地域事務所移転に伴う新事務所の火災
保険加入

玉・地域事務所運営 事務費支出 修繕費支出 3,000 玉・地域事務所運営 事務費支出 諸会費支出 3,000
玉川支援ネットワークの会費を支払うことになっ
た

日・福祉喫茶　本部 事業費支出 消耗器具備品費支出 1,000 日・福祉喫茶　本部 事業費支出 通信運搬費支出 1,000
福祉喫茶援助者の契約日数変更通知を出した
ため

フ・世田谷区ファミリー・
サポート・センター事業 事業費支出 広報費支出 68,000

フ・世田谷区ファミリー・
サポート・センター事業 事業費支出 印刷製本費支出 68,000 「会員のしおり」作成にかかる予算不足のため

日・福祉喫茶３店舗運営 事業費支出 手数料支出 9,000 日・福祉喫茶３店舗運営 事業費支出 水道光熱費支出 9,000 光熱費の高騰による

砧・地域社協事務所経費 固定資産取得支出 器具及び備品取得支出 2,000 砧・地域社協事務所経費 事務費支出 事務消耗品費支出 2,000 砧地域社協事務所職員増員による

砧・地域社協事務所経費 固定資産取得支出 器具及び備品取得支出 25,000 砧・地域社協事務所経費 事務費支出 業務委託費支出 25,000 砧地域社協事務所職員増員による

世・地域社協事務所経費 事務費支出 業務委託費支出 229,000 世・地域社協事務所経費 事務費支出 事務消耗品費支出 229,000 世田谷地域社協事務所移転による

世・地域社協事務所経費 事務費支出 業務委託費支出 230,000 砧・地域社協事務所経費 事務費支出 水道光熱費支出 230,000
砧地域事務所の光熱費において、令和4年度未
払金計上漏れによる

生活自立支援事業拠点区分

生・生活福祉資金特例貸付
事務 事務費支出 事務消耗品費支出 85,000

生・生活福祉資金特例貸付
事務 事務費支出 土地・建物賃借料支出 85,000

特例書類保管トランクルームの料金改定等
による

生・生活福祉資金特例貸付
事務

事務費支出 事務消耗品費支出 210,000
生・生活福祉資金特例貸付
事務

事務費支出 雑支出 210,000
管理会社(東急住宅リース)よりR4年度光熱費の計算誤り
が発覚し、差額の追加請求があったことによる

生・生活福祉資金特例貸付
事務

事務費支出 事務消耗品費支出 353,000
生・生活福祉資金特例貸付
事務

事務費支出 修繕費支出 353,000 自転車安全点検の結果の修理代による

困・生活困窮者自立相談支
援センター運営

事業費支出 消耗器具備品費支出 869,000
困・生活困窮者自立相談支
援センター運営

固定資産取得支
出

器具及び備品取得支出 869,000 高速印刷機の老朽化による

世・応急貸付金・緊急援護
事業

事務費支出 通信運搬費支出 1,000
世・応急貸付金・緊急援護
事業

事務費支出 手数料支出 1,000 住民票請求による定額小為替取扱い手数料

権利擁護事業拠点区分

権・福祉サービス利用援助
事業 事業費支出 賃借料支出 10,000

権・福祉サービス利用援助
事業 事業費支出 広報費支出 10,000

あんしん事業パンフレットの作成部数増に
よる

成・専門・法律相談 事業費支出 広報費支出 10,000 成・専門・法律相談 事務費支出 手数料支出 10,000
職員増員によるキントーンライセンス使用
料

権・福祉サービス利用援助
事業

事務費支出 会議費支出 1,000
権・福祉サービス利用援助
事業

事務費支出 手数料支出 1,000
新規契約者が増えたことによる、振替手数
料増

生活困窮者自立相談支援事業サービス区分

貸付金等事業サービス区分

成年後見推進事業サービス区分

法人運営事業サービス区分

事業費支出 原材料費支出 413,000
福祉喫茶3店舗の来客数増及び原材料の価格
高騰による

令和５年度 予算流用一覧(決算時)

拠点区
分

ｻｰﾋﾞｽ
区分 ｻｰﾋﾞｽ区分C

減少科目
減少金額 ｻｰﾋﾞｽ区分C

増加科目
増加金額 流用理由

1／1
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令和６年６月２７日 

総 務 課 

 

社会福祉法第 55 条の２の規定に基づく社会福祉充実残額の算定について 

 

１． 社会福祉充実残額の算定及び社会福祉充実計画の策定の趣旨 

平成２８年に成立した社会福祉法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第

２１号）による改正後の社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」とい

う。） においては、平成２９年４月１日以降、法人は、毎会計年度、貸借対照表の

資産の部に計上した額から負債の部に計上した額を控除して得た額が事業継続に

必要な財産額（以下「控除対象財産」という。）を上回るかどうかを算定しなけれ

ばならないとされている。 

また、これを上回る財産額（以下「社会福祉充実残額」という。）がある場合に

は、社会福祉充実残額を財源として、既存の社会福祉事業若しくは公益事業の充

実又は新規事業の実施に関する計画（以下「社会福祉充実計画」という。）を策定

し、これに基づく事業（以下「社会福祉充実事業」という。）を実施しなければな

らない。 

 

参考；社会福祉充実計画の策定の流れ 

社会福祉充実計画は、原則として、次の流れに沿って策定する。 

     

（雇児発 0124 第 1 号 社援発 0124 第 1号 老発 0124 第 1 号 平成 29 年 1月 24 日） 

報告事項３ 
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２． 社会福祉充実残額の算定結果 

当法人の令和5年度社会福祉充実残額の算定結果は、▲508,770,000円となり、

社会福祉充実残額が０円以下であるので、社会福祉充実計画の策定は不要となる。 

 

今後の手続きとしては、法第 59 条の第 2 号の「財産目録等」として所轄庁に

届け出する。当算定結果は、他の計算書類とともに、（独）福祉医療機構の財務

諸表等電子開示システムで公開される。 

 

 

【社会福祉充実残額の算定】 

   

【① 利用可能な財産】 

          1,273,013,562 円 

      資産   1,828,291,894 円 

      －負債    498,847,989 円 

      －基本金  56,408,440 円 

      －国庫補助金等特別積立金 

               21,903 円 

 

     【社会福祉充実残額】 

        ▲508,770,000 円(1 万円未満切り捨て) 

       ＝①―（②+⑤） 

 

     参考： 令和 4年度社会福祉充実残額 

          ▲448,180,000 円 

【控除対象財産】 

②社会福祉法に基づく事業

に活用している不動産等 

   353,804,980 円 

③再取得に必要な財産 

        0 円 

④必要な運転資金 

        0 円 

⑤計画の特例※ 

   1,427,988,234 円 

※特例として、③+④の合計額
が年間事業活動支出を下回る
場合は、②+年間事業活動支出

を控除対象財産とすることが

できる。 

ー 
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令和６年６月２７日 

 

 

社会福祉法人世田谷区社会福祉協議会関係諸規程の一部改正等について 

 

 

１ 一部改正 

（１）常勤職員執務規程 

 〇主な改正内容 

  ・夏季休暇を取得できる期間を 2 か月間延長する。 

（２）地域福祉支援員・専門員執務規程 

 ○主な改正内容 

  ・給与のうち、勤勉手当について職員給与規程に準じて規定化する。 

・夏季休暇を取得できる期間を 2 か月間延長する。 

（３）高年齢者職員執務規程 

 ○主な改正内容 

  ・給与の諸手当のうち特命担当手当を廃止し、同手当相当額を給料に加算

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

報 告 事 項 ４
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新
旧
対
照
表
 

 ○
社
会
福
祉
法
人
世
田
谷
区
社
会
福
祉
協
議
会
常
勤
職
員
執
務
規
程
の
一
部
改
正
（
案
）
 

現
 
 
行
 

改
正
案
 

説
 
明
 

別
表

第
１

（
第

３
４

条
関

係
）

 

 

休
暇

の
名

称
、

事
由

と
時

間
等

 

 

休
暇
の
名

称
 

休
暇
の
事

由
 

休
暇
の
時

間
等
 

夏
季
休
暇
 

夏
季
の
期

間
（

7
月

1
日
か
ら

9
月

3
0
日

ま

で
を
い

う
。）

に
お

い
て

、
職
員

が
心

身
の

健

康
の
維
持

及
び
増

進
、
又

は
家
庭

生
活
の

充
実

の
た
め
、
勤
務
し

な
い
こ

と
が
相

当
と
認

め
ら

れ
る
と
き

 
 

原
則

と
し

て
、

日
を

単
位

と
し

て
5
日
以

内
 

 

別
表

第
１

（
第

３
４

条
関

係
）

 

 

休
暇

の
名

称
、

事
由

と
時

間
等

 

 

休
暇
の
名

称
 

休
暇
の
事

由
 

休
暇
の
時

間
等
 

夏
季
休
暇
 

夏
季
の
期

間
（
6
月

1
日

か
ら

10
月

3
1
日

ま

で
を
い

う
。）

に
お

い
て

、
職
員

が
心

身
の

健

康
の
維
持

及
び
増

進
、
又

は
家
庭

生
活
の

充
実

の
た
め
、
勤
務
し

な
い
こ

と
が
相

当
と
認

め
ら

れ
る
と
き

 
 

原
則
と
し

て
、

日
を
単
位

と
し

て
5
日
以

内
 

      

附
 
則
（
令
和
６
年
６
月
１
２
日
改
正
）
 

１
 
こ
の
規
程
は
、
令
和
６
年
６
月
１
２
日
か
ら
施
行
し
、
令
和
６
年

４
月
１
日
か
ら
適
用
す
る
。
 

 

     夏
季

休
暇

の
取

得
期
間
を

2
か
月

間
延
長
す
る
。
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新
旧
対
照
表
 

 ○
社
会
福
祉
法
人
世
田
谷
区
社
会
福
祉
協
議
会
地
域
福
祉
支
援
員
・
専
門
員
執
務
規
程
の
一
部
改
正
（
案
）
 

現
 
 
行
 

改
正
案
 

説
 
明
 

（
勤

務
日

、
勤

務
時

間
、

休
憩

時
間

及
び

休
息

時
間

）
 

第
２

０
条

 
支

援
員

・
専

門
員

の
勤

務
日

は
原

則
と

し
て

月
１

６

日
と

し
、

所
属

長
が

あ
ら

か
じ

め
勤

務
日

を
指

定
す

る
。

 

（
第

２
項

か
ら

第
８

項
ま

で
省

略
）

 

 （
給

与
の

種
類

）
 

第
３

０
条

 
支

援
員
・
専

門
員

の
給

与
は

、
給

料
及

び
次

に
掲

げ
る

諸
手

当
と

す
る

。
 

（
１

）
通

勤
手

当
 

（
２

）
超

過
勤

務
手

当
 

（
３

）
喫

茶
店

長
手

当
 

（
４

）
期

末
手

当
 

 （
第

２
項

か
ら

第
４

項
ま

で
省

略
）

 

 （
期

末
手

当
）

 

第
３

９
条

 
支

援
員

・
専

門
員

に
対

し
て

は
、

予
算

の
範

囲
内

で
、

別
に

定
め

る
基

準
に

従
い

、
期

末
手

当
を

支
給

す
る

も
の

と
す

る
。

 

       

（
勤

務
日

、
勤

務
時

間
及

び
休

憩
時

間
）

 

第
２

０
条

 
支

援
員

・
専

門
員

の
勤

務
日

は
原

則
と

し
て

月
１

６

日
と

し
、

所
属

長
が

あ
ら

か
じ

め
勤

務
日

を
指

定
す

る
。

 

（
第

２
項

か
ら

第
８

項
ま

で
現

行
に

同
じ

）
 

 （
給

与
の

種
類

）
 

第
３

０
条

 
支

援
員
・
専

門
員

の
給

与
は

、
給

料
及

び
次

に
掲

げ
る

諸
手

当
と

す
る

。
 

（
１

）
通

勤
手

当
 

（
２

）
超

過
勤

務
手

当
 

（
３

）
喫

茶
店

長
手

当
 

（
４

）
期

末
手

当
 

（
５

）
勤

勉
手

当
 

（
第

２
項

か
ら

第
４

項
ま

で
現

行
に

同
じ

）
 

 （
期

末
手

当
）

 

第
３

９
条

 
支

援
員

・
専

門
員

に
対

し
て

は
、

予
算

の
範

囲
内

で
、

別
に

定
め

る
基

準
に

従
い

、
期

末
手

当
を

支
給

す
る

も
の

と
す

る
。

 

 （
勤

勉
手

当
）

 

第
３

９
条

の
２

 
支

援
員
・
専

門
員

に
対

し
て

は
、
勤
務
成
績
を
考

慮
し
、
予
算
の
範
囲
内
で

、
別
に
定
め
る
基
準
に
従
い
、
勤
勉
手
当

を
支
給
す
る
も
の
と
す
る
。
 

  

字
句
修
正
 

           職
員

給
与

規
程

に
準

じ
て

勤
勉

手
当
を
規
定
化
 

      勤
勉

手
当

の
支

給
方

法
に

つ
い

て
規
定
化
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現
 
 
行
 

改
正
案
 

説
 
明
 

別
表

第
１

（
第

２
４

条
関

係
）

 

 

休
暇

の
名

称
、

事
由

と
時

間
等

 

 

休
暇
の
名

称
 

休
暇
の
事

由
 

休
暇
の
時

間

等
 

給
与
の

有
無
 

夏
季
休
暇
 

夏
季
の
期
間
（
7
月

1
日

か
ら

9
月

30
日

ま

で
を
い
う

。）
に
お
い
て
、
職
員
が
心
身
の
健
康

の
維
持
及
び
増
進
、
又
は
家
庭
生
活
の
充
実
の

た
め
、
勤
務
し
な
い
こ
と
が
相
当
と
認
め
ら
れ

る
と
き
 
 

原
則

と
し

て
、

日
を

単

位
と

す
る

。

日
数

は
別

に

定
め
る
。
 

有
給
 

   

  

別
表

第
１

（
第

２
４

条
関

係
）

 

 

休
暇

の
名

称
、

事
由

と
時

間
等

 

 

休
暇
の
名

称
 

休
暇
の
事

由
 

休
暇
の
時

間

等
 

給
与
の

有
無
 

夏
季
休
暇
 

夏
季
の
期
間
（
6
月

1
日

か
ら

10
月

3
1
日

ま
で
を
い
う

。）
に
お
い
て
、
職
員
が
心
身
の
健

康
の
維
持
及
び
増
進
、
又
は
家
庭
生
活
の
充
実

の
た
め
、
勤
務
し
な
い
こ
と
が
相
当
と
認
め
ら

れ
る
と
き
 
 

原
則

と
し

て
、

日
を

単

位
と

す
る

。

日
数

は
別

に

定
め
る
。
 

有
給
 

   

   

附
 
則
（
令
和
６
年
６
月
１
２
日
改
正
）
 

１
 
こ
の
規
程
は
、
令
和
６
年
６
月
１
２
日
か
ら
施
行
し
、
令
和
６
年

４
月
１
日
か
ら
適
用
す
る
。
 

  

      夏
季

休
暇

の
取

得
期
間
を

2
か
月

間
延
長
す
る
。
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新
旧
対
照
表
 

 ○
社
会
福
祉
法
人
世
田
谷
区
社
会
福
祉
協
議
会
高
年
齢
者
職
員
執
務
規
程
の
一
部
改
正
（
案
）
 

現
 
 
行
 

改
正
案
 

説
 
明
 

（
給

 
与

）
 

第
１

２
条

 
高

年
齢

者
の

給
与

に
つ

い
て

は
、

給
料

及
び

次
に

掲

げ
る

諸
手

当
と

す
る

。
 

（
１

）
通

勤
手

当
 

（
２

）
超

過
勤

務
手

当
 

（
３

）
期

末
手

当
 

（
４

）
勤

勉
手

当
 

（
５

）
休

日
給

 

（
６

）
特

命
担

当
手

当
 

（
第

２
項

か
ら

第
４

項
ま

で
省

略
）

 

  別
表

第
１

（
第

１
２

条
関

係
）

給
料

、
特

命
担

当
手

当
の

金
額

 

 
給
 
 
 
 
与
 

月
額
 
２
０
５
，
０
０
０
円
 

特
命
担
当
手
当
 

月
額
 
 
２
０
，
５
０
０
円
 

 

（
給

 
与

）
 

第
１

２
条

 
高

年
齢

者
の

給
与

に
つ

い
て

は
、

給
料

及
び

次
に

掲

げ
る

諸
手

当
と

す
る

。
 

（
１

）
通

勤
手

当
 

（
２

）
超

過
勤

務
手

当
 

（
３

）
期

末
手

当
 

（
４

）
勤

勉
手

当
 

（
５

）
休

日
給

 

 （
第

２
項

か
ら

第
４

項
ま

で
現

行
に

同
じ

）
 

  別
表

第
１

（
第

１
２

条
関

係
）

給
料

の
金

額
 

給
 
 
 
 
料
 

月
額
 
２
２
５
，
５
０
０
円
 

       

附
 
則
（
令
和
６
年
６
月
１
２
日
改
正
）
 

１
 
こ
の
規
程
は
、
令
和
６
年
６
月
１
２
日
か
ら
施
行
し
、
令
和
６
年

４
月
１
日
か
ら
適
用
す
る
。
 

 

        特
命

担
当

手
当

を
給

料
に

含
め

る
た
め
削
除
 

 字
句
修
正
 

特
命

担
当

手
当

相
当

額
を

給
料

に
加
算
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報告事項５ 

  令和６年６月２７日 

 

 

役員等賠償責任保険契約の決定について 

 

 「会社法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の施

行（令和３年３月１日）に伴う改正社会福祉法第４５条の２２の２の規定（一般社団・

財団法人法第１１８条の３の準用）に基づき、本会が締結する役員等賠償責任保険契

約の内容等について提出する。 

 

 

１．契約内容 

 （１）保険会社    東京海上日動火災保険株式会社 

 （２）被保険者    本会理事・監事・評議員 

 （３）保険の名称   役員賠償責任保険（Ｄ＆Ｏマネジメントパッケージ（経営

責任総合補償特約条項付帯 会社役員賠償責任保険） 
 （４）保険期間    １年間 

（令和６年７月１日午後４時～令和７年７月１日午後４時） 

 （５）保険料     １３２,０９０円 

 （６）保険金の支払事由および支払限度額 

    ①支払事由   被保険者である理事、監事、評議員等がその地位に基づき

行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求

がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟

費用等。 

    ②支払限度額  ３億円 

 

 
【参考】（一般社団・財団法人法第 118 条） 
（役員等のために締結される保険契約） 
第百十八条の三 一般社団法人が、保険者との間で締結する保険契約のうち役員等がその

職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生

ずることのある損害を保険者が塡補することを約するものであって、役員等を被保険者と

するもの（当該保険契約を締結することにより被保険者である役員等の職務の執行の適正

性が著しく損なわれるおそれがないものとして法務省令で定めるものを除く。第三項ただ

し書において「役員等賠償責任保険契約」という。）の内容の決定をするには、社員総会

（理事会設置一般社団法人にあっては、理事会）の決議によらなければならない。 
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令和６年６月２７日 

 

 

 

 

社会福祉法人世田谷区社会福祉協議会評議員選任・解任委員会委員の選任について 

 

 

１．提案理由 

  定款第７条及び評議員選任・解任委員会運営細則第２条で、評議員選任・解

任委員会は、監事１名、事務局員１名、外部委員３名の合計５名で構成すると

されている。 

  今般、任期途中での１名欠員に伴い委員候補者を理事会で選任する。 

   

 

構成 氏名 所属団体 

外部委員 若林 一夫 

社会福祉法人 

世田谷ボランティア協会 

常務理事 

 

２．任期 

  令和６年６月１２日から令和７年定時評議員会終結時まで 

報告事項６ 
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社会福祉法人 

世田谷区社会福祉協議会定款（抜粋） 

 

第２章  評議員 

 

（評議員の選任及び解任） 

第７条 この法人に評議員選任・解任委員会を置き、評議員の選任及び解任は、評議員選

任・解任委員会において行う。 

２ 評議員選任・解任委員会は、監事１名、事務局員１名、外部委員３名の合計５名で

構成する。 

３ 評議員選任・解任委員の選任及び解任は、理事会において行う。 

 

 

 

社会福祉法人 

世田谷区社会福祉協議会 

評議員選任・解任委員会運営細則（抜

粋） 

 

 

（委員の構成） 

第２条 委員会は、監事１名、事務局員１名、外部委員３名の合計５名で構成する。 

 

（委員の任期） 

第３条 委員の任期は、就任後４年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する

定時評議員会の終結の時までとする。ただし、再任を妨げない。 

 ２ 補欠として選任された委員の任期は、前任者の任期の満了する時までとすることが

できる。 

別紙１ 
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社会福祉法人世田谷区社会福祉協議会評議員選任・解任委員会運営細則 
 
（目的） 
第１条 本細則は、社会福祉法人世田谷区社会福祉協議会定款第７条第１項に

規定された社会福祉法人世田谷区社会福祉協議会評議員選任・解任委員会(以
下「委員会」という。)における評議員の選任・解任手続き等を定めたもので

ある。 
 
（委員の構成） 
第２条 委員会は、監事１名、事務局員１名、外部委員３名の合計５名で構成す

る。 
２ 会長（会長に事故あるときは常務理事）は、委員会に出席しなければなら

ない。 
 
（委員の任期） 
第３条 委員の任期は、就任後４年以内に終了する事業年度のうち、最終のもの

に関する定時評議員会の終結の時までとする。ただし、再任を妨げない。 
２ 補欠として選任された委員の任期は、前任者の任期の満了する時までとす

ることができる。 
３ 委員は、辞任又は任期満了後においても、定款第７条第２項に定める定員

に足りなくなるときは、新たに選任された者が就任するまでは、その職務を行

なわなければならない。 
 
（委員の解任） 
第４条 委員が、次の各号のいずれかに該当するときは、理事会において、理事

現在数の３分の２以上の議決により、会長がこれを解任することができる。 
（１）心身故障のため、職務の執行に堪えないと認められたとき 
（２）職務上の義務違反、その他委員たるにふさわしくない行為があると認め

られるとき 
 
（委員の報酬等） 
第５条 委員には、その地位のみに基づいては、報酬を支給しない。 
２ 委員の報酬額は、社会福祉法人世田谷区社会福祉協議会講師等謝礼基準と

する。 
 
 

参考 
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（招集） 
第６条 委員会は、会長が招集する。 
（招集通知） 
第７条 会長は、委員会の日の１週間までに、各委員会委員(以下「委員」とい

う。)に対して書面でその通知を発しなければならない。ただし、委員の全員

の同意があるときは、招集の手続を経ることなく開催することができる。 
 
（委員長） 
第８条 委員会の委員長は、当該委員会において委員の中から選出する。 
２ 委員長は、委員会の議長とする。 

 
（評議員の選任） 
第９条 評議員の選任は、以下の各号の手続を経るものとする。 
（１）理事会は、理事会で決議された様式１「次期評議員候補者推薦書」を委

員会に提出する。 
（２）理事会（会長に事故あるときは常務理事）は、「次期評議員候補者推薦

書」記載事項のほか、当該候補者を評議員として適任と判断した理由を説明し

なければならない。 
（３）委員会は、理事会より提出された「次期評議員候補者推薦書」について

審議を行い、評議員の選任について決議を行う。 
 
（評議員の解任） 
第１０条 評議員の解任は、以下の各号の手続を経るものとする。 
（１）理事会（会長に事故あるときは常務理事）は、委員会に理事会で決議さ

れた評議員解任の提案を行い、評議員として不適任とした理由を委員に説明し

なければならない。 
（２）委員会は、解任の提案をされた被解任評議員に弁明の機会を保障する。 
（３）委員会は、理事会により提案された評議員の解任について審議を行い、

解任の可否について決議を行う。 
 
（決議） 
第１１条 委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行なう。

ただし、外部委員の１名以上が出席し、かつ、外部委員の１名以上が賛成する

ことを要する。 
２ 前項の規定にかかわらず、委員の全員が書面又は電磁的記録により同意の

意思表示をしたときは、委員会の決議があったものとみなす。 
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（議事録） 
第１２条 委員会の議事については、議事録を作成する。 
２ 議事録は書面をもって作成し、委員長および出席した委員が記名押印しな

ければならない。 
３ 議事録は、次に掲げる事項を内容とするものでなければならない。 

 （１）委員会が開催された年月日及び場所 
 （２）委員会の議事の経過の要領及びその結果 
 （３）委員会出席者の氏名 
 （４）委員会の委員長が在するときは、委員長の氏名 
４ 第１項の議事録は、委員会の日から１０年間、その主たる事務所に備え置

かなければならない。 
 
（補足） 
第１３条 この細則に定めるもののほか、委員会の運営に関する必要な事項は、

会長が別に定める。 
 
（改廃） 
第１４条 この細則の改廃は、理事会の決議を経なければならない。 
 
附 則 
 この細則は、平成２９年１月４日から施行する。 
 
附 則 
この細則は、令和元年６月１４日から施行する。 

 
附 則 
この細則は、令和３年７月８日から施行する。 
 

附 則 
 この細則は、令和５年１１月８日から施行し、令和５年１０月１日から適用す

る。 
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令和６年６月２７日 

連 携 推 進 課 

 

第２２回地域福祉推進大会について 

 

  令和６年度 第２２回地域福祉推進大会の企画・調整に向けた実行委員を設置するため、

各地域社協福祉推進協議会に実行委員の推薦を依頼したところ、以下の通り回答があった

ので報告する。 

 

１． 第２２回地域福祉推進大会実行委員 

世田谷 川﨑 惠美子 世田谷地域社協福祉推進協議会副会長 太子堂地区社協会長 

北沢 須藤 啓子 北沢地域社協福祉推進協議会副会長 代沢地区社協会長 

玉川 吉岡 光章 玉川地域社協福祉推進協議会委員 二子玉川地区社協副会長 

砧 佐々木 司寿子 砧地域社協福祉推進協議会委員 きぬた地区社協書記 

烏山 岩井 瑞枝 烏山地域社協福祉推進協議会委員 上祖師谷地区社協副会長 

事務局 長岡 光春 事務局長 

                                   （敬称略） 

２.  日時・会場 

    ２０２４年１１月２４日（日） ※時間調整中 

世田谷区民会館ホール 

 

３． 今後の予定 

   ５月３１日（金）   第１回実行委員会（企画の検討） 

   ８月         第２回実行委員会（プログラム内容の決定） 

   ９月～１０月     周知 参加者募集 

   １０月        第３回実行委員会（当日の役割分担） 

   １１月２４日（日）  実施 

   １２月        第４回実行委員会（次回に向けた引継ぎ） 

 

報告事項７ 
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令和６年６月２７日 

総 務 課 

 

 

 

令和５年度世田谷区社会福祉協議会会員会費の実績について 

 

 
令和５年度の会員会費募集の実績について、別紙のとおり報告する。 
 

 
 

報告事項８ 
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令和５年度会員会費の実績について（令和６年３月３１日現在） 

地域 地区名 
令和５年度実績 

対前年度比較(令和 6年 3 月 31 日現

在) 

会費額（円） 会員数（名） 会費額（円） 会員数（名） 

世田谷 

池尻 574,400 76 96,900 △ 9 

太子堂 426,300 79 72,500 △ 16 

若林 516,100 275 △ 128,300 △ 64 

上町 414,000 37 △ 48,797 △ 9 

経堂 2,388,616 4,039 308,546 610 

野沢 654,030 616 △ 131,970 5 

下馬 875,885 940 △ 70,638 836 

上馬 1,765,954 485 1,046,654 410 

事務局 5,000 1 △ 5,000 △ 1 

計 7,620,285 6,548 1,139,895 1,762 

北沢 

梅丘 1,377,210 1,938 △ 2,740 △ 41 

代沢 1,156,144 1,796 220,744 455 

新代田 528,800 22 △ 27,300 △ 20 

北沢 743,600 882 △ 52,650 △ 83 

松原 797,386 338 227,936 183 

松沢 1,305,200 505 76,600 △ 66 

事務局 5,000 1 △ 9,300 △ 4 

計 5,913,340 5,482 433,290 424 

玉川 

奥沢 1,081,100 278 △ 6,700 11 

九品仏 956,900 388 △ 59,550 6 

等々力 1,740,070 2,720 △ 24,989 78 

上野毛 666,000 82 27,500 13 

用賀 988,000 179 88,500 36 

二子玉川 510,300 138 22,000 △ 13 

深沢 2,296,290 1,238 △ 97,623 △ 15 

事務局 10,000 2 5,000 1 

計 8,248,660 5,025 △ 45,862 117 

砧 

祖師谷 976,215 412 121,945 △ 120 

成城 1,022,501 2,870 △ 122,169 401 

船橋 1,354,150 1,539 12,425 △ 17 

喜多見 2,512,059 3,285 930,524 △ 130 

砧 822,800 403 103,000 36 

事務局 5,000 1 0 0 

計 6,692,725 8,510 1,045,725 170 

烏山 

上北沢 471,700 342 148,250 287 

上祖師谷 660,000 38 △ 27,000 △ 5 

烏山 798,300 299 162,900 174 

事務局 5,000 1 △ 500 △ 1 

計 1,935,000 680 283,650 455 

総務課  365,000 75 9,500 3 

総合計 30,775,010 26,320 2,866,198 2,931 
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そ の 他 
 





令和６年６月２７日 
総 務 課 

 
 

令和６年度世田谷区社会福祉協議会年間スケジュール（予定） 
 
 

月 日 曜 会議・事業 時間 会場等 

11 7 木 第 2 回理事会 14 時～16 時 
砧区民会館（成城ホー

ル）集会室 C・D 

11 24 日 第２２回地域福祉推進大会 調整中 世田谷区民会館ホール 

11 28 木 第 2 回評議員会 14 時～16 時 
砧区民会館（成城ホー

ル）集会室 C・D 

3 11 火 第 3 回理事会 14 時～16 時 
砧区民会館（成城ホー

ル）集会室 C・D 

3 25 火 第 3 回評議員会 14 時～16 時 
砧区民会館（成城ホー

ル）集会室 C・D 

 

そ の 他 
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